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身体活動・運動領域資料
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第２回 健康日本21（第三次）推進専門委員会
資料３－１

令和６年３月11日



健康日本21（第二次）最終評価の結果
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歩数・運動習慣者いずれも最終評価においては、「C 変わらない」であった。
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▽日常生活における歩数の年次推移 ▽運動習慣のある者の年次推移

【評価等（抜粋）】
○評価は「Ｃ 変わらない」であった。
○運動を実施するための余暇時間や動機・環境が必要であるが、
啓発あるいは環境整備に向けた働きかけが十分でなかったことが
一因だと考えられる。

【評価等（抜粋）】
○評価は「Ｃ 変わらない」であった。
○機械化・自動化の進展や移動手段の発達等、生活環境の変化が
労働場面、家庭場面、移動場面における歩行機会の減少をもたら
したことが考えられる。

Ｃ：変わらない Ｃ：変わらない

20歳～64歳 65歳以上
男性9,000歩 男性7,000歩
女性8,500歩 女性6,000歩

目標

20歳～64歳 65歳以上
男性 36% 男性 58%
女性 33% 女性 48%

目標

厚生労働省「国民健康・栄養調査」



健康日本21 (第三次 ) 身体活動・運動領域の目標項目

目標 指標 現状値（令和元年） 目標値 （令和14年度）

日常生活における
歩数の増加

１日の歩数の平均値

総数 6,278 歩 総数 7,100 歩

20歳～64歳
男性

7,864 歩
女性

6,685 歩

65歳以上
男性

5,396 歩
女性

4,656 歩

20歳～64歳
男性

8,000 歩
女性

8,000 歩

65歳以上
男性

6,000 歩
女性

6,000 歩

（現状値×1.1）

運動習慣者※の増加

※１回30分以上の運動を週
２回以上実施し、１年以上
継続している者

運動習慣者の割合

総数 28.7 % 総数 40 %

20歳～64歳
男性

23.5 %

女性

16.9 %

65歳以上
男性

41.9 %

女性

33.9 %

20歳～64歳
男性

30 %

女性

30 %

65歳以上
男性

50 %

女性

50 %

（現状値＋10％）

運動やスポーツを習慣的に
行っていないこどもの減少

１週間の総運動時間（体育授
業を除く。）が60分未満の児

童の割合
第２次成育医療等基本方針に合わせて設定
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1988

2000

S53～

第１次国民健康づくり

S63～

第２次国民健康づくり

アクティブ８０ヘルスプラン

H12～

第３次国民健康づくり

健康日本21

Ｈ１ 健康づくりのための運動所要量

H25～

第４次国民健康づくり

健康日本21(第二次)

我が国における健康づくり運動と身体活動基準の変遷

2024
R6～

第５次国民健康づくり

健康日本21(第三次)
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Ｈ18
健康づくりのための運動基準2006

Ｈ25

健康づくりのための身体活動基準2013

Ｒ6
健康づくりのための
身体活動・運動ガイド2023

改訂

2013

【目標指標】歩数

運動習慣者など

1978

・ライフステージ（成人～高齢者）に応じた推奨事
項の見直し
・筋力トレーニング及び座位行動等に関する推奨事
項の追加

指導者向け 国民向け

Ｈ５ 健康づくりのための運動指針

Ｈ18
健康づくりのための運動指針2006
〈エクササイズガイド2006〉

Ｈ25

健康づくりのための身体活動指針
〈アクティブガイド〉

Ｒ6
アクティブガイド2023（仮称）

身体活動・運動分野に関する動き



健康づくりのための身体活動基準・指針の改訂に関する検討会

１ .目的
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新たな科学的知見等に基づき「健康づくりのための身体活動基準2013」等を見直し、健康日本21（第三次）における身体活

動・運動分野の取組推進に資するものとすることを目的とする。

２ .検討事項
• 身体活動基準 2013 及びアクティブガイドの改訂

○ エビデンスに基づくライフステージに応じた身体活動量の基準値の策定

○ 身体活動・運動分野におけるその他のエビデンスの整理

○ 国民の身体活動・運動を促す方策の検討

３ .構成
構成員 所属

１ 荒井 秀典 国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 理事長
２ 石井 好二郎 同志社大学 スポーツ健康科学部 教授
３ 石井 荘一 公益財団法人 健康・体力づくり事業財団 指導者支援部 参事

４ 岡本 理恵 全国保健師長会 理事
名古屋市 健康福祉局 健康部 健康増進課長

５ 小野 玲 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所身体活動研究部長
６ 黒瀨 巌 公益社団法人 日本医師会 常任理事
７ 澤田 亨 早稲田大学 スポーツ科学学術院 教授

８ 鈴木 志保子 公益社団法人 日本栄養士会 副会長
神奈川県立保健福祉大学 大学院保健福祉学研究科研究科長・教授

９ 津下一代 女子栄養大学 栄養学部 特任教授

10 藤内修二 大分県 福祉保健部 理事 兼 審議監

11 中島康晴 公益社団法人 日本整形外科学会理事長
九州大学大学院 医学研究院整形外科 教授

12 宮地元彦 早稲田大学 スポーツ科学学術院 教授

13 横手 幸太郎 一般社団法人 日本肥満学会 理事長
千葉大学大学院 医学研究院内分泌代謝・血液・老年内科学 教授

４ .スケジュール

令和５年６月26日： 第１回

令和５年８月31日： 第２回

令和５年11月27日： 第３回

（敬称略・五十音順）



健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023の推奨事項一覧

対象者※ 身体活動 座位行動

高齢者

歩行又はそれと同等以上の
(3メッツ以上の強度の)

身体活動を１日40分以上

（１日約6,000歩以上）
（=週15メッツ・時以上）

座りっぱなしの時間が長くなり
すぎないように注意する

（立位困難な人も、じっとして
いる時間が長くなりすぎないよ
うに、少しでも身体を動かす）

成人

歩行又はそれと同等以上の
（3メッツ以上の強度の）

身体活動を１日60分以上

（１日約8,000歩以上）
（=週23メッツ・時以上）

こども
（※身体を動か
す時間が少ない
こどもが対象）

（参考）
・中強度以上（３メッツ以上）の身体活動（主に有酸素性身体活動）を1日60分以上行う
・高強度の有酸素性身体活動や筋肉・骨を強化する身体活動を週３日以上行う
・身体を動かす時間の長短にかかわらず、座りっぱなしの時間を減らす。特に余暇のスクリーンタイムを減らす。

※ 生活習慣や環境要因等の影響により、身体の状況等の個人差が大きいことから、「高齢者」「成人」「こども」について特定の年齢で区切ることは適当でなく、

個人の状況に応じて取組を行うことが重要であると考えられる。

有酸素運動・筋力トレーニング・バランス運
動・柔軟運動など多要素な運動を週３日以上

【筋力トレーニングを週2～3日】

運動

息が弾み汗をかく程度以上の
（3メッツ以上の強度の）

運動を週60分以上

（=週４メッツ・時以上）

【筋力トレーニングを週2～3日】

運動

個人差を踏まえ、強度や量を調整し、可能なものから取り組む
今よりも少しでも多く身体を動かす

全体の方向性
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身体活動・運動を安全に
行うためのポイント

慢性疾患を有する人へ向けた
（高血圧、２型糖尿病、脂質異常症、変形性膝関節症）

（イメージ）

国民に向けた普及啓発のツール（アクティブガイド）について
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身体活動・運動の重要性と取り組み方について国民向けにわかりやすく示したアクティブガイドを改訂してはどうか。

上記ガイドを基に、国民へ向けた身体活動・運動の

ポイントをわかりやすくまとめた

総合版

成人版

高齢者版

アクティブガイド2023(イメージ)

改訂

改訂

上記基準を基に、国民向けの指針

（アクティブガイド）を作成

健康づくりのための身体活動・運動ガイド

2023

健康日本21（第二次） 健康日本21（第三次）

アクティブガイド2023(イメージ)

アクティブガイド2023(イメージ)



「e -健康づくりネット」によるツールの発信
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支援ツール健康づくり支援担当者のための総合情報サイト

日本全国の地方自治体や企業・団体などで、健康づくりの取り組みを検
討・実施されている方々に向けて、健康づくりのポイントや参考となる事
例をそれぞれの内容にあわせたツールでご紹介しています。今後も新規
ツールの追加や、指針・ガイドライン等の改訂に伴う内容の更新を予定し
ています。
これから検討を始める方、既に実施している施策をより効率的にしたい

方など、健康づくりを実施される方に、すぐにご活用いただける情報をお
届けします。

（https://e-kennet.mhlw.go.jp/）

解説書

https://e-kennet.mhlw.go.jp/


好事例
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まちづくりに関連する目標

目標 指標 現状値 目標値

②歩きたくなるまちづ
くりに取り組む市町村

数の増加

滞在快適性等向上区域
（ウォーカブル区域）を設定

している市町村数

73 市町村

（令和４年６月）

100 市町村

（令和７年度）

3-2. 自然に健康になれる環境づくり

【6-2 人を中心に据えたインフラ空間の見直し】

〈重点施策の達成状況を測定するための代表的な指標

（KPI）〉

（43）〈居心地が良く歩きたくなるまちを作る〉滞在快

適性等向上区域を設定した市町村数

令和２年 31 → 令和７年度 100

第５次社会資本整備重点計画（令和３年５月28日

閣議決定）（抜粋）

資料：国土交通省ＨＰより 10



健康まちづくり事例集について
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